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Brussels I Recastにおける管轄合意規定

Choice of Court Agreements in Brussels I Regulation Recast 

岡野祐子六

Yuko OKANO* 

Abstract 

One of the important amendments of the Brussels I Regulation Recast is the improvement of the efficacy of 

the choice of court agreements, which was one of the major objectives of EU Commission’s Proposal. The 

purpose of this article is to study the new rules on the choice of court agreements and examine, (a) the 

relationship between the Regulation and the Hague Convention of 2005, (b) how the new rules should address 

the problem created by Gasser, and (c) whether and to what extent the Regulation should cover the choice of 

court agreements in a third country. 
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1 .はじめに

EU加盟国においては、民事および商事事案に関する国際裁判管轄並びに外国判決承認・執行に関

する規則として、 BrusselsI改正規則J（以下 Recast) 1が2015年 1月 10日より適用されている。こ

れは、同規則の前身である BrusselsI規則について、欧州委員会のグリーン・ペーパーおよび改正提

案を通じて 4年間の見直しの作業の末、発効したものである2。同改正の中心的課題の 1つとなったの

が、管轄合意の問題で、あった。欧州委員会の改正提案は、特に次の2点を説明的覚書に挙げ、管轄合

意の効力の強化を目する姿勢を示していた。すなわち、①訴訟競合の状況においては管轄合意された

裁判所が優先的に管轄権の有無を判断すること、②管轄合意の実質的効力を判断する準拠法規則をお

くこと、の 2点である3。本稿では、 Recastにおける管轄合意の規定に焦点を当て、その趣旨、訴訟

競合との関係、ハーグ管轄合意条約との関係、 EU域外の第三国での管轄合意への対応、について考

察したい。

2.新しい管轄合意規定

管轄合意に関する新旧両規定、すなわち Recast25条と BrusselsI規則 23条とを比較すると、

Recastの改正点として次の 3点が指摘できる。

2. 1：当事者の居住地要件の廃止

第 1点は、 Recast25条 1項が、 BrusselsI規則 23条 1項の「管轄合意の少なくとも一方当事者が

加盟国内に住所を有する必要がある」という当事者の居住地要件を廃止し、「当事者の住所地のし、かん

に関わらず」と定めたことである4。その結果、 EU外の第三国に住所を有する両当事者がEU加盟国

内の裁判所を指定する管轄合意も、 Recast25条の対象となった。従来そのような管轄合意の有効性

は、各国国内法により判断されていたが、本改正によって Recastにより判断されることとなり、こ

れは視点を変えれば、そのような管轄合意をした第三国の当事者が Brussels規則の適用を受けること

をも意味する。このため本改正は、 Brussels規則の第三国当事者への適用の第一歩となる、との見解

も示されている50

2. 2：管轄合意の実質的効力判断の準拠法

(1) 25条 1項 1文但書

第 2点は、管轄合意の実質的効力についての準拠法規定をおいたことである。これは上述の通り、

欧州委員会の改正提案が説明的覚書に提示していた項目でもあった。管轄合意の方式の要件について

1 Regulation (EU) No 1215/2012 of th巴EuropeanParham巴ntand of th巴Councilof 12 D巴cemb巴r2012 on jurisdiction and th巴
recognition and enforcement of judgments in civil and commercial matters (recast). Official Journal 20.12.2012, L 351, pp. 
1-32. 
2改正に至るまでの経緯については、岡野祐子「BrusselsI規則改正に見る諸問題」国際法外交雑誌第 113巻第 1号（2014年） 30 
頁以下参照。
'1 Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the Council on jurisdiction and the recognition and enforcement 
of judgments in civil and comm巴rcialmatt巴rs(Recast) COM (2010) 748 final 14.12.2010. （以下Proposal)p. 9. 
4 Recast 25条 1項・ Ifthe parties, regardless of their domicile, have agreed that a court or the courts of a Member State are to 
have jurisdiction to s巴ttleany disputes which have arisen or which may arise in connection with a particular legal relationship, 
that court or those courts shall have jurisdiction, unless the agreement is null and void as to its substantive validity under the 
law of that Member Stat巴 Suchjurisdiction shall be巴xclusiv巴unl巴SSth巴parti巴shave agreed otherwis巴 Theagreem巴nt
conferring jurisdiction shall be either: (a) ... : (b) ... : or (c) ... 
'' Tena Ratkovic and Dora Zgrabljierotar, ＇‘Choic巴ofCourtAgr巴巴mentsunder the Bruss巴lsI R巴gulation(R巴cast），＇’ Journalof 
Private Interna白・analLaw, Vol.9 No.2 (2013), pp. 252, 267. 



Brussels I Recastにおける管轄合意規定 43 

は、すでに CJEU（ヨーロッパ共同体司法裁判所）の判決において、 Brussels規則により判断する

ことが明言されていたが6、管轄合意の実質的な効力を判断する準拠法については明確で、はなかった70

Recast 25条 1項は（a）から（c）号に方式の要件を定めるとともに、第 1文の但書において「ただし、合

意が当該加盟国法の下で実質的に無効となる場合を除く j と規定し、管轄合意の実質的な効力、すな

わち、強迫、不実表示、詐欺、錯誤などについての合意の効力は、管轄合意で指定された加盟国の法

により規律されると明示した8。しかしRecastの前文である Recital20が、この「加盟国の法」には

準拠法規定も含むと述べていることから9、これが新たな不明確さを生み出していると指摘され10、議

論を呼んでいる。以下でこの点について述べる。

(2) ハーグ管轄合意条約との関係

「加盟国の法jの中に準拠法規定を含めたのは、 2005年のハーグ管轄合意条約11の5条 1項の規定

に倣ったものであるとされる120 同条約 5条 1項は次のように定める130

「5条 1項：専属的管轄合意により選択された締約国の裁判所は、その合意が適用される紛争につい

て裁判する裁判管轄権を有する。ただし、その国の法律（低触する内外の法令の適用関係を定める

その国の法令を含む。以下同じ。）によりその合意が無効である場合はこの限りではない。」

ノ＼ーグp管轄合意条約は、EU加盟国とメキシコの批准により、2015年 10月 1日から発効しており、

同条約と、 Recastの管轄合意に関する規定との適用関係が問題となる。これについては、同条約の

26条6項が次のように定める140

「26条6項：この条約は次のいずれかの場合には、この条約の締約国である地域経済統合組織の規則

（その締結がこの条約の前であるか後であるかを間わない。）の適用に影響を与えるものではないo

a）いずれの当事者もその地域経済統合組織の構成田ではない締約国に居住していない場合

b) （省略）」

この規定により、両当事者が地域経済統合組織、つまり EUの異なる加盟国に住んでいる場合や、

両当事者が EU外のハーグ条約締約国で、ない国に住んでいる場合には、 Recast25条がハーグ条約に

優先することになる150 他方で、両当事者が EU外に住み、そのうちの一方当事者がハーグ条約の締

約国に住んでいれば、たとえ EUの裁判所が選択されていても、 Recast25条ではなくハーグ条約が

適用される。また、一方当事者が EU内に住所を有していても、他方当事者が EU外のハーグ条約締

約国に居住していれば、やはりハーグ条約が適用される160

(3) 「加盟国の法Jに国際私法規定を含むことについての議論

上記の状況を指摘し、 Recast25条がハーグ条約5条 1項に倣って「加盟国の法」に国際私法規定

を含むとしたことに賛成する意見がある。すなわち、 Recastとハーグ条約は、その適用範囲が一部異

G Case 150/80 Elefanten Schuh GmbH v Pierre Jacqmain [1981] ECR 1671. 
7 Ratkovic and Zgrabljierotar, supra not巴5,pp. 252-253. 
8前掲注4のRecast25条 1項の規定参照3
'i R巴cital20 Where a qu巴stionaris巴sas to wheth巴ra choic巴of-courtagr巴ementin favour of a court or the courts of a Member 
State is null and void as to its substantive validity, that question should be decided in accordance with the law of the Member 
Stat巴ofthe court or courtR designated in the agreement, including the conflict-of-laws rul巴sof that Member State. 
10 Ulrich Magnus，“Article 25，＇’in Ulrich Magnus, Peter Mankowski (ed.) Eumpean Commentanθson Private International 
LtJ w vol. I Brussels Ibis R培ulation(Otto Schmidt, 2016), p.625, para. 76; Tr巴vorHartley, Choice of-Court Agreement，耳目1der
The European and 1刀ternationalInstruments (Oxford University Press 2013), pp.166-167. 
11 Convention of 30 Jun巴2005on Choice of Court Agr巴巴ments.
くhttns://www.h~ch.net/en/instruments/conventions/full-tPxt?cicl=98＞より入手可。
1~ Magnus, supra note 10, p.627, para. 79a, p.629, para. 81a; Francisc口Garcimartin,
Andrew Dickinson, Eva Lein (ed.) TiうθBru品9θ・lsJR，θgulation Rθcast (Oxford University Pr巴SS2015), p.296. 
1:i 「2005年管轄合意条約に関するハートレイ・道垣内報告書」パラグラフ 125、388頁。道垣内正人編『ハーグ国際裁判管轄条約』
（商事法務、 2009年）
14前掲451頁3
lG前掲461頁以下、パラグラフ 291以下。
rn Magnus, supra note 10, pp.594-596, para 10. 
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なるところはあるものの、基本的に同じ合意に適用されることから、両者における解釈と適用の統一

化は推奨されるべきとの評価である17。その理由として、例えば3人の契約当事者が管轄合意を行い、

そのうちの 2人が異なる EU加盟国に住所を有し、 3人目の当事者が加盟国ではないハーグ条約締約

国に居住している事例を挙げ、同じ管轄合意が、一方の当事者と二番目の当事者との聞では実質的に

有効で、第三の当事者との間では無効となるような事態は回避したいと説明される18。賛成意見の根

拠としては他に、 BrusselsI規則の下では、実務上一般的にこのように取り扱われてきており、これ

が実務にかなっていることも挙げられる190 

これに対し、反対意見としては、「加盟国の国際私法」を含めたことが不必要な複雑さを生み出し

たとの指摘がある20。また、結果として管轄合意の実質的有効性の判断に適用される法が、管轄地に

指定された加盟国の法廷地法や、契約本体の準拠法など、各国により異なる状況は依然として残ると

の指摘もある21。この点について賛成意見の立場からは、 RomeI規則が契約に関する準拠法規則を統

ーしたことから、管轄合意の実質的効果を判断する準拠法の決定方法についても、 RomeI規則を類

推的に適用することを提案し、これにより EU加盟国内において、同じ準拠法が適用されることが期

待されるとする主張もある220

2. 3：管轄合意と契約本体の分離

第3点は、 25条5項において、管轄合意が契約本体とは分離されることを明示的に規定したことで

ある23。これは CJEUの判例24によって確立されていたルールで、あるが、 BrusselsI規則には明示さ

れておらず25、欧州委員会の改正提案にも提示されていなかったが、立法過程において追加されたも

のであるお。これにより、契約本体が強迫などにより無効となっても、それが直ちに管轄合意を無効

とはしないことが明確にされた。管轄合意自体もまた無効となるか否かは、管轄合意の実質的効力の

準拠法により、すなわち上述の、 25条 1項但書に定められる、管轄合意により選択された裁判所の属

する加盟国の法（国際私法規定を含む）により判断されることとなる270

3. トルペード回避への効果

3. 1 ：訴訟競合と管轄合意との関係

Brussels I規則において指摘されてきた問題点の 1つで、改正提案が説明的覚書の項目に挙げたの

が、訴訟競合と管轄合意との関係で、あった。 BrusselsI規則 27条は、加盟国の裁判所間で訴訟競合

が生じた場合、後訴裁判所は、前訴裁判所が自らの管轄権の有無を判断するまでは、訴訟を stayしな

ければならないとする、いわゆる「早い者勝ち」のルールを定めていた。さらに CJEUは2003年の

" Quim Forn巴r-D巴laygua，“Chang巴Sto jurisdiction bas巴don exclusiv巴jurisdictionagr巴ementsunder the Brussels I Regulat10n 
Recast，” Journal of Private International Law, Vol.11 No.3 (2015), pp. 394, 398; Ulrich Magnus，“Choice of Court Agreements in 
the R巴viewProposal for the Bruss巴lsI R巴gulation,"in Eva Lein (ed.) The Brussels I Review Proposal Uncovered(British 
Institute oflnternational and Comparative Law, 2012), p.94. 
is Forner-Delaygua, ibid., p. 395. 
rn Magnus, supra note 17, p.94. 
却 G即日tvan Calster, European Private International Law 2"d ed. (Hart Publishing, 2016) pp. 128 129. 
21 Ratkovic and Zgrabljierotar, supra note 5, pp. 256-259, 267. 
22 Magnus, supra not巴17,p.94; Magnus, supra not巴10,p.629, para. Sla. 
2:i Recast 25条 5項 Anagreement conferring jurisdiction which forms part of a contract shall be treated as an agreement 
independent of the other terms of the contract. 
The validity of the agreement conferring jurisdiction cannot be contested solely on the ground that the contract is not valid. 
21 Case C-269/95, Francesco Benincasa v Dentalkit Srl [1997] ECR I-3767，などo
20 Ratkovic and Zgrabljierotar, supra note 5, p. 259. 
2c Forner Delaygua, supra not巴 17,p. 400, footnote 72. 
2C Ibid., p. 400. 
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Gasser判決28において、管轄合意された裁判所が後訴裁判所となり、合意されていない裁判所が前訴

裁判所となった場合でも、「早い者勝ち」のルールは適用されると判示した。そのため、当事者が管轄

合意を破って、裁判遅延が常態となっている裁判所にいわゆる「トルベード訴訟」を提起した場合に

も、 BrusselsI規則の下では効果ある対応が取れず、管轄合意の効力の弱体化、さらには管轄合意の

潜脱の可能性が指摘されていた290

この問題はまた、ハーグ管轄合意条約との整合性の観点からも批判されてきた30。同条約第 5条 2

項は、管轄合意された裁判所は、他の裁判所で同じ訴訟が先に係属していても、白らの訴訟を継続す

ることを認めている。さらに同6条は、管轄合意に反して訴訟が係属した裁判所に対し、当該訴訟を

中止または却下することを求めている310 EUが同条約を批准し、同条約が発効した現在、同条約と

の整合性も重要なポイントとなる。

3. 2 : Recast 31条2項と Recital22 

Recastは従来の批判を受け、管轄合意と訴訟競合との関係においては管轄合意を優先させる旨を規

定する。ただしその規定は、管轄合意に関する 25条ではなく、訴訟競合についての Section9 (29 

条から 34条）におかれる。 Recastはまず 29条で、訴訟競合は「早い者勝ち」のルールを原則とす

ると定める。しかしその上で、専属的管轄合意がある場合には 31条 2項が優先され、専属的管轄合

意により管轄を付与された加盟国裁判所が受訴した場合には、「し、かなる他の加盟国裁判所も、管轄合

意に基づき受訴した加盟国裁判所が当該管轄合意の下で自らが管轄を有しないと宣言するまでは、訴

訟を stayすること」と規定する32。さらに Recital22は、 31条2項における改正理由を明確にし、

合意された裁判所の優先牲を次のように述べる330 「・・・これは、そのような状況（筆者注：合意さ

れた裁判所が、訴訟競合において後訴裁判所となった状況）において、合意された裁判所が、合意の

効力の決定、および係属中の紛争に当該合意がどの程度適用されるかの決定について優先権を有する

ことを保証するものである。合意された裁判所は、合意されていない裁判所がすでに stayを決定した

か否かに関わらず、手続きを進めることができるべきなのである。」

31条2項およびRecital22の文言は、 RecastがGasser判決を立法的に覆し、合意された裁判所

に対して、それがたとえ後訴裁判所であっても優先権を与えることを明確に示している34。この改正

については、当事者の管轄合意を保護する体制を確保し、実務家や研究者の望む形となっているとの

評価がある一方で35、残された問題の指摘もある。第 1点は、受訴した裁判所が管轄の有無を判断す

る、時間枠のデッドラインの問題である。欧州委員会の改正提案は6か月のデッドラインを示してい

たが（Proposal29条2項）、 Recast29条2項にその旨の規定はない36。このため、裁判遅延が常態

出 GasserGmbH v MISAT Srl Case C・116/02 [2003] ECR I・14693, [2005] QB 1, [72]. 
w Pamela Ki巴sselbach,"The Brussels I Revi巴W Proposal - An Overview，” in Eva L巴in（巴d.),The Brussels I Reη・ew Proposal 
Uncovered (British Institute ofinternational and Comparative Law, 2012), p. 4. 
加 Ibid.
！日道垣内前掲注目、パラグラフ 132・134、391・392頁。
:i2 R巴cast31条2項 Withoutprejudic巴toArticle 26, wh巴rea court of a Member State on which an agr巴ementas r巴f巴rr巴dtom 
Article 25 confers exclusive jurisdiction is seised, any court of another Member State shall stay the proceedings until such time 
as the court seised on the basis of the agreem巴ntd巴claresthat it has no jurisdiction und巴rthe agr巴em巴nt.
:1:1 Recital 22: ... This is t口ensurethat, in such a situation, the designated court has priority to decide on the validity of the 
agr巴em巴ntand on th巴巴xt巴ntto which the agre巴m巴ntapplies to the disput巴p巴ndingbefor巴it.Th巴designat巴dcourt should be 
able to proceed irrespective of whether the non・ designated court has already decided on the stay of proceedings .... 
:i; Ian Bergson, "The d巴athof th巴torpedoaction? The practical operation of th巴 Recast's r巴forms to 巴nhanc巴 th巴
protection for exclusive jurisdiction agreements within the European Union，＇’ Journal of Private International Law, Vol. 11 
No.1 (2015), p. 6. 
！日 Ratkovicand Zgrabljierotar, supra note 5, p. 267: Richard Fentiman，“Article 26，” in Ulrich Magnus, Peter Mankowski (ed.) 
European Commentaries on Private In的刀ationalLaw vol.I Brussels Ibis Regulation (Otto Schmidt, 2016), p. 751, para 11. 
判この点の議論について、岡野前掲注2、45頁3
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化する法廷地を管轄地とする、無効のあるいは偽造の管轄合意が用いられることで、「逆トルペード」

訴訟が起こりうるとの指摘がある37。第 2点は、管轄合意違反を主張する当事者は、単に管轄合意の

存在を主張するだけではなく、合意された裁判所への現実の提訴を求められていることである（31条

2項） 380 当事者の現実の提訴がなければ、先に受訴した裁判所は、管轄合意以外の他の管轄原因に

基づき、訴訟を継続し判決を下すことになる39。このため、当事者は訴訟を望んでいなくとも、合意

された裁判所での訴訟開始を強要され、訴訟を誘発するとの批判がなされている400

4. 第三国で、の専属的管轄合意へのRecastの適用

4. 1 訴訟競合との関係

第三国での専属的管轄合意を Brussels規則の枠組みの中でどう扱うかは、 CJEUのOwusu判決が

残した問題の 1つで41、長らく議論の対象となり、今回の改正でグリーン・ペーパーが検討課題とし

て提起した問題で、もあった。そのため Recastでの対応が注目されたが、専属的管轄合意の優先牲を

定めた 31条 2項は、第三国との訴訟競合は対象としておらず、この問題は 33条での対応となって

いる。

Recast 33条は、一定の条件、すなわち（1）第三国ですでに同じ当事者聞の同じ訴訟原因の訴訟が係

属し、（2）第三国の判決が当該加盟国で承認・執行されることが予測され、（3)stayすることが司法の

適切な運営のために必要であると当該加盟国裁判所が判断する場合に、加盟国裁判所に裁量による

stayを認めている（33条 1項）。さらに Recital24は、第三国との訴訟競合について「加盟国裁判所

が白らに係属する訴訟を stayするか否かの判断に際して、第三国が当該事案につき専属管轄を有する

か否かも判断の要素として含まれる」旨を述べる420

これまでBrussels規則では、第三国での訴訟は全くカウントされず、訴訟競合の状態となっても、

「早い者勝ち」のルールすら規定されていなかった。そのため今回の改正について、 Recastの新しい

規定は第三国での管轄合意を間接的に尊重している、とする肯定的な評価もある43。しかし 33条は、

31条2項とは異なり、管轄合意された裁判所に優先牲を与える規則とはなっていない。管轄合意され

た裁判所であっても、それが第三国裁判所である場合には、先に受訴していることが、加盟国裁判所

の裁量的 stayの要件となっている。この点を指摘し、 33条の規定では、第三国での専属的管轄合意

の保護としては不十分であるとの批判がなされている440

4. 2: 25条との関係

(1）保護的管轄・専属管轄に反する管轄合意

:J7 Ratkovic and Zgrabljierotar, supra note 5, pp. 264-265. F巴ntiman,supra not巴35,p.751, para. 12. 
淵 Ratkovicand Zgrabljierotar, ibid., p・267;Fentiman, ibid., p.752, para. 15. 
:ia Ratkovic and Zgrabljierotar, ibid. 
40 Fentiman, supra note 35, p. 752, para. 15. 
11 Case C-281/02 Owusu v Jackson [2005] ECR I-1383. CJEUは、次の場合に加盟国裁判所は訴訟を引き受けねばならなし、かとの
UKからの質問に対し、争点になっていないとして判断を避けた3 ①両当事者が第三国を管轄とする専属的管轄合意を行っていた場
合、②専属管轄として規定される紛争の目的物が第三国に所在している場合、③第三国の裁判所で同じ訴訟原因に関する同一当事者
聞の訴訟がすでに開始している場合3
12 R巴cital24 第 2文 Thatassessm巴ntmay also include consideration of the qu巴stionwhether th巴courtof the third Stat巴has
exclusive jurisdiction in the particular case in circumstances where a court of a Member State would have exclusive jurisdiction. 
1.1 Magnus, supra not巴 10,p.594, para 7. 
44 Ratkovic and Zgrabljierotar, supra note 5, pp. 247-248, 267; Pippa Rogerson，“Lis Pendens and Third States: The 
Commission’s Proposed Chang巴Sto th巴Bruss巴lsI R巴gulation，＇’ Journalof Jを・iva陀 InternationalLaw, Vol.9 No.2 (2013), pp. 
119-120: Alexander Layton，“The Brussels I Regulation in the International Legal Order: Some Reflections on Reflectiveness，＇’in 
Eva L巴in(ed.) The Brussels I Reη・ew Proposal日1covered(British Ins ti tut巴ofInt巴rnationaland Comparative Law, 2012), pp. 
79-80. 
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訴訟競合とはなっていない場合の、第三国裁判所への管轄合意は、 Recastでどのように扱われるの

か。 25条に議論を戻すと、改正提案ではこの問題は取り上げられず、 25条はその前身の BrusselsI 

規則 23条と同様に、第三国裁判所への管轄合意は対象としていない。したがってこのような管轄合

意については、当該第三国裁判所で適用される法により判断されることとなる450

ちなみに、管轄合意は通常、同時に2つの効力を持つとされる。選択された裁判所の管轄を定める

「イ寸与的効果」と、専属的管轄合意の場合は、当該管轄合意がなければ管轄権を有した他の裁判所か

ら管轄権を奪う「剥奪的効果」の 2つである460 しかるに 25条は明示的には管轄権の付与的効果のみ

を述べており、管轄権剥奪の効果については述べていない47。そこで、第三国裁判所への管轄合意が

持つ管轄権剥奪の効果について、 Recastが適用されるのかが問題となる480

この問題については、 Recast改正前から議論があり、 CJEUの判決も変遷している。まず、船荷証

券上に記された専属的管轄合意文言の有効性が問題となった、 2000年の Coreck判決があげられる。

CJEUは、第三国裁判所への管轄合意は、その付与的効力も剥奪的効力も共に、 Brussels規則は適用

されず、受訴裁判所の所属する各国の法（国際私法規則も含めた法）により判断されると判示した490

すなわち、第三国裁判所への管轄合意があるにもかかわらず、加盟国裁判所が受訴した場合には、受

訴裁判所は当該加盟国の「国内法」により、管轄合意の有効性を判断するとの結論である。このルー

ルが何によるものかについて、 CJEUは何ら述べておらず50、この判決に対しては賛否が分かれてい

た510

その後、 2012年のMaharndiav Algeria判決において CJEUは、第三国への管轄合意であっても、

それが EU内の「保護的管轄Jを剥奪する場合には、当該管轄合意の有効性の判断はEU規則により

行うと判示した52。これは、雇用契約に関する事案で、ドイツにあるアルジエリアの大使館が運転手

を解雇したため、運転手がアルジエリア共和国をドイツで提訴したが、雇用契約には第三国であるア

ルジエリア裁判所を専属管轄とする条項が含まれていたことから、この管轄合意の有効性が問題とな

った。 CJEUは、当該管轄合意は、 BrusselsI規則 21条に定める、雇用契約において被雇用者を保

護する旨の保護的管轄規定に反するため無効であると結論している530

Brussels I規則はその 23条5項で、 EU内での保険契約（13条）、消費者契約（17条）、雇用契約

(21条）における保護的管轄や専属管轄（22条）を破る当事者聞の合意は、効力を持たないと規定

していた540 これは、 EU内の加盟国裁判所が合意により指定された場合の規定である。そこで、第

三国への管轄権付与が加盟国裁判所の保護的管轄等を剥奪する場合についても、これを敷桁し、その

剥奪的効果に関する判断は、 EU各国法ではなく BrusselsI規則 23条の対象となり、その要件を遵

守しなければならないとする見解が主張されていた。 EU各国の国内法はBrussels規則と同レベルの

保護を保証しているとは限らず、各国法に委ねるのでは弱者の保護等が十分ではない場合がありうる

1G Magnus, supra note 10, p.592, para. 4, p.608, para. 36. 
4fi Ibid., p.592, para 4, p.605, para. 28. 
"' Ibid., p.605, para. 28. 
48 Ibid., p.592, para. 4, p.609, para. 37. 
10 Coreck Maritime GmbH v Handelsveem BV, (C-387/98) (2000) ECR I-9337, para.19. Brussels I条約の下で、管轄合意が問題
となった事案である。
日 Magnus,supra note 10, p.609, para. 37. 
＇＂意見分布については、 Magnus,ibid., pp.609 610, para. 37, footnot巴137138; Garcimartin, supra not巴12,pp. 280 281, footnote 
19.参照3
沼 Mahamdiav Algeria, (C-154/11) (2012) para. 66. 
日 Ibid.,paras. 62-65. 
,;4 Brussels I規則 23条5項・Agreementsof provisions of a trust instrument conferring jurisdiction shall have no legal force if 
they ar巴contraryto Articles 13, 17 or 21, or if th巴courtswhose jurisdiction th巴ypurport to巴xclud巴haveexclusiv巴jurisdiction
by virtue of Article 22. 
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との懸念からである550 同じ立場からはさらに、第三国を指定する管轄合意が、 EU内の他の加盟国

を指定する管轄合意よりも大きな剥奪的効果を持つべきではない、との理由も主張されていた56。こ

れらの立場からは、 Mahamdia判決への賛成意見が示されている。

Recastもその 25条4項において、 BrusselsI規則23条5項と同様に、保険契約（15条）、消費者

契約（19条）、雇用契約（23条）についての保護的管轄や専属管轄（24条）を破る当事者聞の合意

は効力を持たないと規定する57。そこで上記の立場からは、 Recastにおいても、第三国裁判所の専属

的管轄合意が加盟国裁判所の保護的管轄および専属管轄に関わる場合には、その剥奪的効果について

は、 Recastを適用して判断すべきであるとの主張がなされている580

(2）それ以外の場合

それでは、保護的管轄や専属管轄には関わらない、第三国裁判所での管轄合意における一般的な剥

奪的効果についてはどうか。これについては、 Recastではなく、関係する加盟国の国内法を適用する

との意見がある。管轄合意における当事者自治の原則はBrussels規則の主要な目標のひとつであり、

EU加盟国裁判所のために安易にこの原則を制限すべきでないとの理由からである590 一般的な剥奪

的効果については上記 CJEUの Corek判決が先例として維持される、との理解はあり得ょう。これ

に対し、やはり Recast25条を適用すべきとの立場からは、理由が 2点挙げられる。上述（1）の CJEU

の Mahamdia判決、および学説を前提にすれば、第三国での管轄合意が専属的管轄合意で EUの保

護的管轄等に反する場合には、 Recast25条4項が適用されることとなる。他方で、そうでない場合

に受訴裁判所の国内法を適用するとすれば、 EUの特定の管轄規則に反するかどうかで当該管轄合意

の評価基準が異なることになり、これは説得力に欠けるというのが第 1の理由である。また実務的に

も、このような二重の基準を用いれば、受訴裁判所は白国法を適用する前に、まずは当該管轄合意に

よって Recastの保護的管轄等が影響を受けるかを審理せねばならず、複雑さと困難さを増加させる

というのが第2の理由とされる60。この見解によれば、 Brussels規則の第三国への適用範囲がさらに

広がることになる。

5. 管轄有無の判断の他の加盟国での承認

ある加盟国裁判所が下した管轄有無の判断は、他の加盟国においてどのような法的効果を持つのか。

これがBrusselsI規則の下で問題となった、CJEUの2012年のGothaer判決61に最後に触れておく。

これは、積荷の損傷を理由として保険会社と荷受人が運送業者をベルギー裁判所に提訴し、ベルギー

裁判所が船荷証券上に記載されたアイスランド裁判所を専属管轄とする管轄条項を理由に、白らの管

轄権を拒否した事案である62。それを受け、今度は保険会社と荷主が、新たにドイツ裁判所に訴えを

提起した。ベルギー裁判所による管轄の判断は、 ドイツ法上「手続的な判決」となるため、それが承

認の対象となる「判決」にあたるかどうかを、 ドイツ裁判所が CJEUに先行付託した。

CJEUは、 BrusselsI規則 32条にいう「判決J（承認の対象となる判決）の概念には、し、かなる判

日 Magnus,supra not巴 10,p.592, para. 4, p.609, para. 37. 
,:,n Garcimartin, supra note 12, p.281. 
' Recast 25条 4項 Agreementsor provisions of a trust instrument conferring jurisdiction shall have no legal force if they are 

contrary tn Articl巴s15, 19 or 23, or if th巴courtRwhos巴jurisdictionth巴ypurport to exclud巴have巴xclusiv巴jurisdictionby virtu巴
of Article 24. 
日 Ibid.Magnus, supra note 10, p.609, para.37. 
,39 Garcimartin, supra not巴 12,pp. 280 281. 
州 Ibid.,p.610, para. 37a. 
Gl Case C-456/11, Gothaer Allgem巴ineVersicherung AG v Sampskip EU: C: 2012: 719. 
（也 Ibid.,para. 16. 
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決も含まれ、手続的決定も含むと述べる630 そして、同 32条、 33条は、判決の承認を求められた裁

判所が、判決国裁判所が白らの管轄を拒否した判決の理由（アイスランド裁判所を専属管轄とする管

轄合意の存在）にも拘束されるとの趣旨で解釈されねばならないと判示した64。 ドイツ裁判所は、ベ

ルギー裁判所のなした、当該管轄合意の効力と適用範囲に関しての事実認定に拘束され、白らもまた

管轄を拒否しなければならないとの判示であり、この点が注目される65。なお、 RecastではBrussels

I規則 32条は削除されているが、 Recast36条 1項は、 BrusselsI規則 33条 1項と同じく「加盟国

で下された判決は、他の加盟国において特別の手続を必要とすることなく承認される」と規定してお

り66、Gothaer判決はRecastにおいても、同 36条 1項にいう、承認の対象となる「加盟国で下され

た判決」の範囲についての先例として位置づけられることとなる670

ところでGothaer判決の事案は、アイスランドという第三国での管轄合意の事案であったことから、

このような管轄合意もBrussels規則の適用の対象となるかとしづ、本稿第4章で取り上げた問題が、

判決の承認・執行の場面において浮上したと捉えられ、注目された680 おりしも提示されていた改正

提案ではこの問題が取り上げられていないという状況の中、 CJEUによる解決が期待されたからでも

ある69。しかし本事案では管轄合意文言の有効性白体は争点となっておらず、同文言が保険会社にも

適用されるかのみが争点となったため、ベルギー裁判所はこの問題について明確には述べず、また

CJEUの法務官の意見でも検討はなされていない70。本件は、 EUに住所を有している運送契約の両

当事者（荷主と運送業者）が、 BrusselsI規則の裁判管轄合意の機会を利用して第三国裁判所の管轄

に合意した事案であり、また保護的管轄の剥奪に関する事例でもなかったことから、本件でこの問題

についての議論がなされなかったことを惜しむ意見も示されている710

6. おわりに

Recastにおいて改正された管轄合意の規定は、当事者の居住地要件の廃止、訴訟競合との関係など、

わが国を含む第三国にも関係する重要な改正点を含んでおり、その影響は少なくない。さらに、改正

提案で取り上げられなかった第三国への管轄合意の剥奪的効果についても、その判断を Recastまた

は各国法のいずれにより行うのかについて、未だ議論がなされており、これも第三国に影響する問題

となっている。 Recastは、まだ適用が始まったばかりであり、これらの諸点に関しでも新たな判例や

議論が展開されることが予想される。今後の動向に注目したい。

［付記］本稿はJSPS科研費基盤研究（C)26380074による成果の一部である。

【謝辞］野村美明先生には、学部、大学院を通じてご指導いただき貴重なご教示を受けましたこと、

心より御礼申し上げますとともに、先生の末永きご健勝をお祈りいたします。

(;:i Ibid., paras. 23. 
刷 Ibid.,paras. 44. 
(io Calster, supra note 20, p.117. 
（出R巴cast36条 1項 Ajudgm巴ntgiven in a Member Stat巴shallb巴recognizedin the other Member Stat巴Swithout any sp巴cial

proc巴durebeing r巴quir巴d
前 Pi巴troFranzina, in Andr巴W Dickinson, Eva L巴in(ed.) The Brussels I Regulation Recast (Oxford Univ巴rsityPress 2015), 
p.378. 
州 Ibid.,p.116. 
Ge Layton, supra note 44, p. 79. 
10 Calster, supra note 20, pp.117-118. 
11 Ibid. Calst巴rは、アイスランドはルガノ条約締約国であるが、本件の管轄合意はルガノ条約に基づいてなされたものではない
ことを指摘している 3
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